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本
決
算
の
特
徴
は
、
歳
入

の
増
額
分
を
上
回
る
基
金
積

み
立
て
が
行
わ
れ
た
こ
と
で

す
。
財
政
調
整
基
金
等
基
金

の
実
質
積
立
額
は
17
億
５
千

万
円
余
、
繰
越
金
を
加
え
る

と
、
余
裕
財
源
は
約
34
億
円

と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
財
政
力
指
数
は
県

下
一
で
あ
り
、
子
ど
も
医
療

費
無
料
化
の
年
齢
拡
大
、
介

護
保
険
料
の
引
き
下
げ
、
国

保
税
の
据
え
置
き
な
ど
、
切

実
な
市
民
要
求
に
十
分
こ
た

え
ら
れ
た
は
ず
で
す
。

議
会
費
の
海
外
派
遣
は
、

一
人
当
た
り
の
旅
費
は
29
万

円
と
高
額
で
あ
り
、
海
外
派

遣
は
見
直
す
べ
き
で
す
。

総
務
費
の
人
権
政
策
事
業

の
多
く
は
同
和
対
策
事
業
で

あ
り
、
一
般
の
人
権
政
策
行

余
裕
財
源
は
市
民
福
祉
サ
ー

ビ
ス
充
実
に

長
期
的
視
野
で
適
正
な
財
政

運
営
と
認
め
る

国
保
税
引
き
下
げ
と
低
所
得

者
の
負
担
軽
減
を

一
般
会
計
繰
入
金
で
負
担
を

抑
え
て
い
る

日
本
共
産
党

望
月

　久
晴 

議
員

◎
平
成
19
年
度
一
般
会
計
決
算

公
明
党

三
浦

　芳
一 

議
員

平
成
会

山
崎

　雅
俊 

議
員

本
決
算
は
、
経
常
的
経
費

の
縮
減
に
努
め
、
障
害
者
小
規

模
作
業
所
の
開
設
、
小
中
学
校

の
耐
震
化
、
美
女
木
小
学
校
の

単
独
校
調
理
場
整
備
、
北
戸
田

駅
前
保
育
所
の
開
設
、
区
画
整

理
事
業
等
、
各
事
業
に
力
を
入

れ
て
お
り
、
効
率
的
で
適
正
な

財
政
運
営
と
認
め
ま
す
。

基
金
積
み
立
て
は
、
増
大

す
る
財
政
需
要
に
対
応
す
る

安
定
財
源
で
あ
り
、
こ
れ
に
よ

国
保
税
の
医
療
分
の
税
率

は
、
被
保
険
者
の
負
担
を
抑
え

る
た
め
、
一
般
会
計
か
ら
の
法

定
外
繰
入
金
を
充
て
て
、
税
率

改
正
を
し
た
と
こ
ろ
で
す
。
低

所
得
者
に
は
、
国
保
税
が
過
重

に
な
ら
な
い
よ
う
、
６
割
又
は

４
割
の
軽
減
制
度
を
適
用
し

日
本
共
産
党

岡
嵜

　郁
子 

議
員

19
年
度
は
国
保
税
の
医
療

分
の
税
率
改
定
で
、
大
幅
に

値
上
げ
さ
れ
た
年
で
す
。

本
決
算
で
は
、
国
県
支
出

金
や
高
額
療
養
費
の
交
付
金

な
ど
が
見
込
み
よ
り
増
え
、

４
億
４
千
万
円
を
余
ら
せ
る

今
定
例
会
で
は
、
決
算
認
定
２
件
に
対
し
て
討
論
が
行
わ
れ

ま
し
た
。

そ
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。賛成 

賛成 

賛成 

賛成 

り
長
期
的
視
野
に
立
っ
た
財

政
運
営
を
行
っ
て
い
け
る
も

の
で
す
。

海
外
派
遣
旅
費
は
、
友
好

都
市
の
状
況
を
議
会
と
し
て

い
ろ
い
ろ
な
視
点
で
知
る
こ

と
は
重
要
で
あ
り
、
意
義
あ
る

も
の
と
考
え
ま
す
。

人
権
政
策
事
業
は
、
差
別

落
書
き
な
ど
、
心
理
的
差
別
の

現
実
が
あ
る
限
り
、
行
政
の
責

務
と
し
て
適
正
な
事
業
と
考

え
ま
す
。

障
害
者
手
当
支
給
事
業
は
、

対
象
者
の
拡
大
に
伴
う
支
給

金
額
の
減
額
、
所
得
制
限
の
導

入
で
あ
り
、
厳
し
い
財
政
の
中

で
制
度
を
継
続
す
る
に
は
適

正
と
考
え
、
本
決
算
に
賛
成
す

る
も
の
で
す
。

◎
平
成
19
年
度
国
民
健
康
保
険

特
別
会
計
決
算

　今
定
例
会
で
は
、
４
件
の
議
員
提
出
議
案
が
提
出
さ
れ
、
い

ず
れ
も
原
案
の
と
お
り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
な
お
、
意
見
書
は
、

総
理
大
臣
を
は
じ
め
関
係
機
関
に
送
付
い
た
し
ま
し
た

意
見
書
等
を
提
出
 

意
見
書
等
を
提
出
 

衆議院議長様 

参議院議長様 

内閣総理大臣様 

総 務 大 臣 様  

法 務 大 臣様 

金融担当大臣様 
　　　・ 
　　　・ 

③
太
陽
光
発
電
の
促
進
に
関
す

る
意
見
書

国
に
よ
る
住
宅
用
各
種
太
陽

光
発
電
補
助
事
業
制
度
の
再
導

入
並
び
に
同
事
業
予
算
の
拡
充

な
ど
５
項
目
の
対
策
を
要
望
。

④
妊
婦
健
診
に
対
す
る
財
政
措

置
を
求
め
る
意
見
書

出
産
・
子
育
て
へ
の
安
心
を

つ
く
り
出
す
た
め
、
妊
婦
健
診

へ
の
財
政
措
置
を
要
望
。

①
戸
田
市
議
会
政
務
調
査
費
の

交
付
に
関
す
る
条
例
及
び
戸
田

市
議
会
議
員
の
報
酬
等
の
特
例

に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正

地
方
自
治
法
の
改
正
に
伴

い
、「
議
員
の
報
酬
」
を
「
議

員
報
酬
」
に
改
正
。

②
学
校
耐
震
化
に
関
す
る
意
見

書す
べ
て
の
公
立
学
校
の
耐
震

化
を
実
施
す
る
た
め
の
所
要
予

算
の
確
保
な
ど
、
４
項
目
の
対

策
を
要
望
。

政
に
転
換
す
る
こ
と
を
求
め

る
も
の
で
す
。

民
生
費
の
障
害
者
手
当
支

給
事
業
で
は
、
県
の
制
度
改

正
に
合
わ
せ
て
削
減
さ
れ
て

い
ま
す
が
、
自
立
支
援
法
に

よ
る
応
益
負
担
導
入
が
行
わ

れ
る
中
、
市
と
し
て
制
度
の

維
持
を
図
る
べ
き
で
あ
り
、

本
決
算
に
反
対
し
ま
す
。

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。
こ
う

し
た
財
源
は
、
市
民
の
負
担

軽
減
に
充
て
る
べ
き
で
す
。

一
般
会
計
か
ら
の
法
定
外

負
担
分
の
繰
り
入
れ
を
行
っ

て
い
る
こ
と
は
認
め
ま
す

が
、
国
保
税
値
上
げ
の
負
担

は
大
き
く
、
滞
納
を
生
ま
な

い
対
策
を
と
る
べ
き
で
す
。

安
心
で
き
る
国
保
制
度
に

し
て
、
市
民
の
暮
ら
し
や
福

祉
、
健
康
を
守
る
こ
と
、
そ

れ
が
財
政
力
県
下
１
位
の
本

市
が
行
う
べ
き
仕
事
で
は
な

い
で
し
ょ
う
か
。

値
上
げ
を
実
施
し
た
こ
と

に
反
対
の
立
場
か
ら
、
21
年

度
で
は
国
保
税
の
引
き
下

げ
、
低
所
得
者
の
負
担
軽
減

を
強
く
求
め
、
本
決
算
に
反

対
す
る
も
の
で
す
。

て
い
ま
す
。

繰
越
金
は
、
医
療
費
の
伸

び
が
少
な
か
っ
た
こ
と
、
国
・

県
の
交
付
金
が
多
く
な
っ
た

こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。
国
保

財
政
は
依
然
と
し
て
厳
し
い

状
況
に
あ
り
、
繰
越
分
は
今
年

度
の
国
保
医
療
費
等
に
充
て

な
け
れ
ば
、
さ
ら
に
法
定
外
繰

入
金
に
依
存
す
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。

今
後
と
も
特
定
健
診
・
保

健
指
導
に
よ
る
医
療
費
の
適

正
化
、収
納
率
の
向
上
を
図
り
、

健
全
で
安
定
し
た
運
営
に
一

層
の
努
力
を
さ
れ
る
よ
う
要

望
し
、
本
認
定
に
賛
成
す
る
も

の
で
す
。

討論……提出された議案等の審議の最終段階で、賛成・反対の意見を述べること。 4
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決算特集 平成19年度決算のあらまし 平成19年度決算のあらまし 平成19年度決算のあらまし 

一
般

会
計

平成 19 年度 前年度比
歳　　入 ４１５億７, ０３３万２, ２０７円 ３．７％増
歳　　出 ３９８億９, ５５５万　３４４円 ５．２％増

特
別

会
計

歳　　入 ２７５億８, １４４万７, ９５７円 １０．６％増
歳　　出 ２６５億３, ２６２万７, ２４６円 １０．９％増

依

存
財源
　1
8.4％

歳 入 総 額

41,570,332,207 円

市税
繰越金 5.2％

諸収入 5.2％

繰入金 3.7％

その他 3.6％

国庫
支出金 8.7％

県支出金 3.4％

地方消費税
交付金 2.9％

市債1.0％
その他 2.4％

64.0％

市
民
税

固
定
資
産

都市計画
軽自動車
市たばこ

自 主 財 源 　 8
1 .
6 ％

そ
の
他
の
経
費
　
51
.2％

義

務
的
経
費
　
4
0
.1
％
　
　

　
　
　　　　

歳 出 総 額

39,895,550,344 円

人件費

18.7％

扶助費
16.5％

公債費

普通建設
事業費

4.9％
物件費
18.5％

繰出金
17.6％

積立金
8.2％

補助費等
5.9％

その他
1.0％

投資的経費　8.7％

財政の健全化判断比率の報告　　単位　％
健 全 化 判 断 比 率 19年度 早期健全化基準

実 質 赤 字 比 率 － １１．９０

連結実質赤字比率 － １６．９０

実 質 公 債 費 比 率 ４．０ ２５．０

将 来 負 担 比 率 ８３．１ ３５０．０

目的別の歳出内訳
款 構成比（％）

１．民生費 ３３．６
２．土木費 １９．５
３．総務費 １３．７
４．教育費 １３．３
５．衛生費 ７．２
６．公債費 ４．９
７．消防費 ３．９
８．その他 ３．９

？　健全化判断比率とは　？
・自治体の財政状況を早期に把握し、破綻を防ぐことをねら
いとして、財政の健全化に関する法律が本年度から一部施
行されました。

・毎年度、実質赤字比率など４つの財政指標を毎年度算定の
うえ、監査委員の審査に付して、議会に報告し、議会・住
民のチェックを受け、財政規律の強化を図ることを目的と
しています。

一般会計性質別歳出グラフ一般会計歳入グラフ

※黒字のため「ー」表示となります。なお、本市の 19 年
度決算は、4 つの指標とも健全化基準を下回り、「健全段階」
という結果になりました。

※

※

（注）特別会計は13会計の合計額

・これにより、自分たちが住む自治体の財政状況は、「赤字」
なのかどうか、「借金」「貯金」はどのくらいあるのかなど
が明らかになります。

・早期健全化計画、財政再生計画、経営健全化計画を策定す
る際には、議会が議決し、住民に公表されます。


